
企業のバリューチェーン変革に関わるDX進展要因の分析
ー「DX推進指標」自己診断結果の利用によるー

野中 誠1

概要：企業が DXを推進しバリューチェーンを変革していくには，戦略的対応やデジタル技術の活用に加
えて，組織の構造変革や阻害要因の克服などの取組みが求められる．本稿では，情報処理推進機構が収集
した DX推進指標の自己診断結果を用いて，バリューチェーン変革に関わる DX推進指標の質問項目を目
的変数とし，他の質問項目を説明変数とした決定木分析により，バリューチェーン変革に影響する DX推
進要因を分析した結果を報告する．分析の結果，企業規模と目標水準に基づくセグメントによって要因は
異なるものの，全体としては IT視点指標よりも経営視点指標の方が要因として多く抽出された．

1. はじめに
デジタル技術を活用して新たな価値を創造するデジタル

トランスフォーメーション（以下，DX）に産業界の関心
が寄せられている．そして，産業界の DXの進展を後押し
するさまざまな公的施策が示されている．2018年に経済
産業省は「2025年の崖」という目を惹くワードを用いて，
日本における DX の取組みの遅れについて警鐘を鳴らし
た [1]．2019年には DXの進展状況を自己診断するための
DX推進指標 [2]を公開した．さらに，2020年 11月からは
DX-Ready企業を国として認定する DX認定制度 [3]を開
始し，2021年 7月末時点で 141社が認定を受けている．
しかし，スイスの国際経営開発研究所（IMD）による

2021年世界デジタル競争力ランキング [4]で日本が 27位
と評されるなど，世界的なデジタル化の進展に比べると日
本企業の課題は多い．また，2020年に実施された矢野経済
研究所の調査 [5]によると，日本企業におけるデジタルに
よる革新的な取り組み（攻めの DX）への意欲は IT刷新
（守りのDX）のそれに比べて低い．新たな価値創造につな
がる攻めの DXの進展に向けて，これに貢献する研究の充
実が期待される．
新たな価値創造につながる DXが進展したことの現れと

して，バリューチェーンの変革が挙げられる．Vial[6] は
DXに関する既存研究レビューの結果として，図 1の DX

プロセスを示している．これは，デジタル技術を利用し，
組織構造を変革するとともに組織内の阻害要因を克服する
ことでバリューチェーンの変革が実現され，成果へとつな

1 東洋大学経営学部

�t$0 

Ã�µåÓ³ãï
Ã´»çU[w

b;
Ìæá�½£�ï

w!µ

ÊëwÍ�A¼

ÊëÏ�w!µ

RL

¾VÚ
qs�

��
b�

��
b�

îq
Dó

tb�

è¹b�

è¹b�

\�
Zb

図 1 DX プロセス（文献 [6] を元に筆者作成）．

がっていくという一連のメカニズムを示している．ここで
のバリューチェーンの変革は，提供価値の変化，価値提供
ネットワークの変化，アジリティの向上などを含んでおり，
これらはまさに DX進展の現れと言える．
DXの進展に影響する要因について，Vial[6]のほかにも

数多くの研究が報告されている．それらは，ケース研究や
インタビュー（[7], [8]など），既存研究レビュー（[9], [10]

など），複数事例の質的比較研究 [11]などのアプローチが
用いられている．しかし，定量的な実証研究は，筆者が知
る限り十分な研究がなされていない．DX推進指標の自己
診断結果は，定量的な実証研究のインプットとなり得ると
考えられ，これを用いたものとして情報処理推進機構（以
下，IPA）による分析 [12][13]，DX推進指標の構造的妥当
性を示す研究 [14]などがある．しかし，いずれも DXの進
展に影響する要因の解明には至っていない．
本稿では，IPAが収集した DX推進指標の自己診断結果

を用いて，バリューチェーン変革に関わる質問項目を目的
変数とし，他の質問項目を説明変数とした決定木分析によ
り，バリューチェーン変革に影響する要因をセグメント別
に分析した結果を報告する．
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図 2 DX 推進指標の定性指標（文献 [2] より引用）．

表 1 DX 推進指標の成熟度レベル（[2] を元に筆者作成）．
レベル 成熟度
0 未着手
1 一部での散発的実施
2 一部での戦略的実施
3 全社戦略に基づく部門横断的推進
4 全社戦略に基づく持続的実施
5 グローバル市場におけるデジタル企業

2. DX推進指標
DX推進指標 [2]は，自社の DXに関する取組みの現状

を把握し，目標とのギャップを埋めるアクションを考える
ための自己診断ツールである．DX推進指標は，定性指標
と定量指標*1から構成されている．本稿では定性指標につ
いての自己診断結果を分析対象とする．

2.1 定性指標
DX推進指標の定性指標は，図 2左に示した DX推進の

ための経営のあり方や仕組みに関する質問項目（経営視点
指標）と，図 2右に示した DXを実現する上で基盤となる
ITシステムの構築に関する質問項目（IT視点指標）に大
別される．質問項目は，主に経営者が回答するキークエス
チョンと，経営者が各部門と議論をしながら回答するサブ
クエスチョンに分けられる．それぞれの質問項目に関わる
成熟度レベルは，表 1に示した 6段階の順序尺度に基づい
て自己診断により評定される．

2.2 自己診断結果
IPAは DX推進指標に基づく約 300社の自己診断結果を

2019年度 [12]および 2020年度 [13]にそれぞれ分析し報告
している．表 2 *2に 2019年度および 2020年度における，
経営視点指標および IT視点指標それぞれの現在値の平均
*1 ここでは定量指標の詳細を省略している．
*2 大企業は従業員 1,000人以上，中企業は 100人以上，小企業はそ
れ未満の企業である．全体の件数には区分不明のものが含まれて
いるため，大・中・小企業の合計と全体が一致していない．

表 2 現在平均値（[12], [13] を元に筆者作成）．
区分 2019 2020

n 経営 IT n 経営 IT

大企業 124 1.37 1.67 141 1.92 2.05

中企業 93 1.09 1.44 112 1.27 1.54

小企業 27 0.61 0.88 52 0.92 1.14

全体 272 1.32 1.62 305 1.51 1.71

表 3 目標平均値（[12], [13] を元に筆者作成）．
区分 2019 2020

n 経営 IT n 経営 IT

大企業 124 3.21 3.28 141 3.56 3.58

中企業 93 2.78 3.00 112 2.93 3.08

小企業 27 1.73 1.92 52 2.61 2.78

全体 272 3.00 3.14 305 3.16 3.26

値（現在平均値）を示す．ここでの平均値は表 1に示した
6段階の順序尺度の加重平均である．表 2より，2019年度
に比べて 2020年度の方が DX進展の度合いが高まってお
り，特に大企業においてその傾向が顕著に見られる．ただ
し，2020年度の経営視点指標の平均値 1.51は，表 1のレ
ベル 1「一部での散発的実施」とレベル 2「一部での戦略的
実施」の中間的な水準にあることを示しており，レベル 3

の「全社戦略に基づく部門横断的推進」に達している企業
は全体から見れば少ない．
表 3は，同様に，DX推進指標の目標とする成熟度レベ

ルの加重平均（目標平均値）を示したものである．多くの
企業がレベル 3「全社戦略に基づく部門横断的推進」また
はそれ以上の成熟度を目標としていることが読み取れる．
DXが部門横断的に推進されることにより，その企業の価
値提供ネットワークは変化する．このことから，図 1に示
したバリューチェーンの変革を多くの企業が目標としてい
るものと考えられる．したがって，企業の DXが進展した
ことの現れとしてバリューチェーンの変革を挙げることは
妥当であるものと考えられる．

3. 分析方法
3.1 目的変数の選定
DX推進指標は，元来，質問項目同士の因果関係を想定し

たモデルとなっていない．しかし，図 1の DXプロセスに
基づき，バリューチェーンの変革に相当する質問項目を目
的変数に位置づけることができると考えられる．バリュー
チェーンの変革に関連の深い DX推進指標の質問項目とし
て，経営視点指標の「バリューチェーンワイド」がある．
これは，「ビジネスモデルの創出，業務プロセスの改革へ
の取組が，部門別の部分最適ではなく，社内外のサプライ
チェーンやエコシステムを通したバリューチェーンワイド
で行われているか」[2]を評価する項目であり，Vial[6]が示
す「バリューチェーンの変革」と類似した構成概念である
と言える．そこで，本稿では，この質問項目が図 1におけ
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表 4 セグメント別のバリューチェーンワイド現在値の統計量
セグメント n 平均値 中央値 標準偏差
High-大企業 154 2.13 2 1.01

High-中企業 81 1.65 2 1.14

High-小企業 34 1.59 1 1.28

Low-大企業 106 0.93 1 0.75

Low-中企業 117 0.58 0 0.71

Low-小企業 62 0.34 0 0.60

るバリューチェーンの変革に相当するものとみなし，「バ
リューチェーンワイド」を目的変数として選定する．

3.2 分析対象のデータ
2019年度 [12]および 2020年度 [13]のDX推進指標の自

己診断結果から，2019年 6月 1日から 2021年 6月 1日ま
でに提出された 721件のデータを抽出した．ただし，企業
規模区分が未記入および「その他」となっているもの，必
須回答項目が未記入のもの，目標値が現在値より低い項目
が含まれているなどのようにデータ品質に問題があるもの
は分析対象から除外した．また，同一企業が両年度に自己
診断結果をそれぞれ提出したものが 86件あったが，これ
らについては 2019年度に提出されたものを使用した．こ
の結果，分析対象として 555件のデータを抽出した．

3.3 セグメント
555件のデータには，企業規模はもちろん，目標とする

成熟度レベルが大きく異なるものが含まれている．これら
をすべて同一の母集団として扱うことは適切ではないと考
えられる．そこで，目標とする成熟度レベルと，企業規模
を分類軸とした複数のセグメントに分けてそれぞれ分析
する．
555件のデータについて，それぞれの企業についてすべ

ての質問項目の目標値の平均値を求めた，この値について
全体の中央値を求めたところ 3.20という値が得られた．こ
れを境として目標値が高いグループ（High）と低いグルー
プ（Low）に分け，さらに大・中・小の企業規模ごとにそ
れぞれを分け，合計で 6つのセグメントに区分した．以降
では，目標値が全体の中央値より高い大企業を「High-大
企業」, 目標値が全体の中央値より低い中企業を「Low-中
企業」などと表す．
表 4にセグメント別のバリューチェーンワイドの現在値

の統計量を示す．それぞれの企業規模ごとの目標値の高低
により，バリューチェーンワイドの平均値は 1.0以上の開
きがある．また，目標値の高低のそれぞれにおいて，大企
業から小企業の順にバリューチェーンワイドの平均値が小
さくなっている．データのばらつきは目標値が高いグルー
プの方が大きい．

3.4 分析手法
本稿では，「バリューチェーンワイド」を目的変数とし，他

の質問項目を説明変数とした決定木分析により，バリュー
チェーン変革に寄与する DX推進要因を分析する．回帰分
析ではなく決定木分析を採用した第一の理由は，各セグメ
ントのサンプルサイズに対して説明変数が多く，回帰分析
では妥当な分析結果が得られない可能性が高いためであ
る．DX推進指標は，経営視点指標と IT視点指標の合計で
35個の変数がある．これを表 4に示した各セグメントの
サンプルサイズと比較すると，すべての説明変数を用いた
回帰分析が適さないことは明らかである．第二の理由は，
文献 [14]のように因子分析を用いて説明変数を縮約した場
合に，目的変数の「バリューチェーンワイド」も他の変数
とともに特定の因子に吸収されてしまい，目的変数の位置
づけが不明確になってしまう可能性があるためである．そ
して，第三の理由は，階層的に要因が示されるという決定
木分析の結果の分かりやすさを重視したためである．

4. 分析結果
4.1 大企業
図 3に High-大企業の決定木を示す．経営視点指標「戦

略とロードマップ」の成熟度レベルが 3以上，かつ，IT視
点指標「データ活用」の成熟度レベルが 4以上の企業群は，
バリューチェーンワイドの成熟度レベルが 3以上であり，
全社戦略に基づく部門横断的推進が実現できている傾向に
ある．一方，経営視点指標「戦略とロードマップ」の成熟
度レベルが 2以下，かつ，経営視点指標「危機感とビジョ
ン実現の必要性の共有」の成熟度レベルが 1以下の企業群
は，バリューチェーンワイドの成熟度の中央値が 1であり，
企業内の一部での散発的実施にとどまっている低い傾向に
ある．DX推進指標において高い目標を掲げる大企業がバ
リューチェーンの変革を実現するには，ビジネスモデルや
業務プロセスをどのように変革するかといった戦略とロー
ドマップを明確にするとともに，データをリアルタイムに
活用できる ITシステムを整備することが有効である可能
性が示唆された．
図 4に，Low-大企業の決定木を示す．経営視点指標「経

営トップのコミットメント」の成熟度レベルが 2以上，か
つ，IT視点指標「競争領域の特定」の成熟度レベルが 2以
上の企業群は，バリューチェーンワイドの成熟度レベルの
中央値が 2であり，企業内の一部での戦略的実施が実現で
きている傾向にある．それ以外の企業群はバリューチェー
ンワイドの成熟度レベルの中央値が 1または 0のグルー
プに含まれており，企業内の一部での散発的実施，あるい
は未着手にとどまっている傾向にある．DX推進指標にお
ける目標値が高くない大企業が戦略的なバリューチェーン
変革を部分的にでも実現するには，経営トップのリーダー
シップの下に全般的事項を整備するとともに，変化に迅速
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図 3 High-大企業の決定木．
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図 4 Low-大企業の決定木．

に対応すべき領域に適した ITシステムを構築できている
ことが有効である可能性が示唆された．

4.2 中企業
図 5に High-中企業の決定木を示す．経営視点指標「持

続力」の成熟度レベルが 3以上，かつ，経営視点指標「ビ
ジョンの共有」の成熟度レベルが 3 以上の企業群は，バ
リューチェーンワイドの成熟度レベルの中央値が 3であり，
全社戦略に基づく部門横断的推進が実現できている傾向に
ある．一方，経営視点指標「持続力」の成熟度レベルが 2

以下，かつ，経営視点指標「外部との連携」の成熟度レベ
ルが 1以下の企業群は，バリューチェーンワイドの成熟度
が 1以下であり，企業内の一部での散発的実施にとどまっ
ている低い傾向にある．DX推進指標において高い目標を
掲げる中企業がバリューチェーンの変革を実現するには，
DXのビジョンと整合した取り組みを，経営トップが持続
的にリードすることが有効である可能性が示唆された．
図 6に Low-中企業の決定木を示す．経営視点指標「戦
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図 5 High-中企業の決定木．
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図 6 Low-中企業の決定木．

略とロードマップ」の成熟度レベルが 2以上，かつ，経営
視点指標「推進体制」の成熟度レベルが 2以上の企業群は，
バリューチェーンワイドの成熟度レベルの中央値が 2であ
り，企業内の一部での戦略的実施が実現できている傾向に
ある．それ以外の企業はバリューチェーンワイドの成熟度
レベルの中央値が 1または 0のグループに含まれており，
企業内の一部での散発的実施，あるいは未着手にとどまっ
ている傾向にある．DX推進指標における目標値が高くな
い中企業が戦略的なバリューチェーン変革を部分的にで
も実現するには，戦略とロードマップを明確にするととも
に，経営・事業部門・IT部門が相互に協力しながら推進す
る体制を構築できていることが有効である可能性が示唆さ
れた．

4.3 小企業
図 7左に High-小企業の決定木，図 7右に Low-小企業

の決定木を示す．大企業と中企業に比べて小企業はサンプ
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図 7 小企業の決定木（左：High，右：Low）．

ルサイズが小さいことから，ノード数 2の決定木を示して
いる．なお，バリューチェーンワイドの目盛が図 7の左右
で異なる点に留意されたい．分析の結果から，DX推進指
標において高い目標を掲げる小企業がバリューチェーンの
変革を実現するには，戦略とロードマップを明確にするこ
とが有効である可能性が示唆された．一方，目標が高くな
い小企業について，決定木分析では要因として IT視点指
標「ロードマップ」が示されたものの，このセグメントは
バリューチェーンワイドの成熟度レベル自体が全般的に低
いことから，この要因がバリューチェーンの変革において
有用なものであるとは言えない．

5. 考察
決定木分析の結果から，目標値および企業規模に基づく

セグメントによって，バリューチェーンの変革に影響する
要因とその成熟度レベルに違いがあることが確認できた．
6つのセグメントの分析結果を俯瞰すると，IT視点指標よ
りも経営視点指標の質問項目の方が多く抽出されているこ
とに気づく．特に，IT視点指標がバリューチェーンの変
革の影響要因として示されたのが大企業のみであった点は
興味深い．バリューチェーンの規模が大きい大企業におい
て，そのさまざまな局面においてデータを活用する仕組み
を整備できていたり，ITシステムがバリューチェーンにお
ける競争力の向上に貢献していることが，ITのレバレッジ
を活かしたバリューチェーン変革に結びついているものと
考えられる．一方，中企業においては，経営トップの継続
的サポートや推進体制を整備するなどの経営視点指標が抽
出された．これらは ITケイパビリティ [15][16]に関わる
項目であると考えられ，ITシステムそのものの特性に注力
するよりも，ITシステムを活用できる組織能力の向上の方
がバリューチェーンの変革において影響するものと考えら
れる．これらの分析結果が得られたことが，本研究の実務
的貢献であると言える．
一方，本研究の学術的貢献は，企業の DX進展に関する

定量的な実証研究を試みたことにある．DXの進展に関す
る既存研究の多くは定性的な研究であり，本研究のように
500件を超えるデータに基づくものは筆者が知る限りでは

既存研究において示されていない．DX推進指標の自己診
断結果という公的施策によって収集されたデータを用いた
ことで，DXの進展に関する定量的な研究を示したことは
学術的にも意義があるものと考える．
ただし，本研究の成果にはいくつかの限界ある．第一は，

決定木分析という手法を用いたことによる分析結果の不安
定さを否定できない点である．決定木分析は入力データが
少し変わると抽出される要因も変わってくるという性質が
ある．本稿で示した影響要因も，サンプルデータの僅かな
違いにより，異なった分析結果が得られる可能性がある．
これを回避する方法として，セグメントごとにランダムサ
ンプリングを繰り返し適用したり，因子分析により説明変
数を縮約した上で決定木分析を適用するなどの方法が考え
られる．本研究ではサンプルサイズの小さなセグメントも
含めて統一的な分析を重視したため，これらの方法を採用
しなかったが，分析対象とするセグメントを限定するなど
した上で，このような方法を適用することでより信頼性の
高い結果を示すことが求められる．
第二に，これは第一の限界とも関連するが，データの抽

出条件とセグメントの分け方による影響である．本研究で
は，企業規模と，目標とする成熟度レベルの高低によって
セグメントを分けたが，業種や売上高規模などの抽出条件
を精査し，これらを考慮したセグメント分けの方法も考え
られる．特に，異なる複数企業間でのサプライチェーン変
革を志向している企業と，自社内バリューチェーンの変革
を志向している企業では，「バリューチェーンワイド」の
意味合いも大きく異なる．セグメントの分け方によってバ
リューチェーンの変革に影響する要因は異なるため，より
妥当性の高いセグメント分けの方法を模索する必要がある．
第三に，DX推進指標の自己診断結果の回答の信頼性が

挙げられる．分析対象としたデータは企業の自己診断によ
るものであるため，評定された成熟度レベルが回答者の主
観による影響を受けている可能性を否定できない．特に，
両年度に自己診断結果を提出した 86社のデータを詳細に
見ると，ごく少数の企業だが，2019年度と 2020年度の間
で成熟度レベルが大きく変化した質問項目が散見された．
自己診断という方法論そのものは社会科学研究において一
般的なものであることから，この方法論自体を否定するも
のではないが，診断のガイドを充実させるなどして，診断
結果の信頼性をより高める工夫が期待される．
このように本研究の成果にはいくつかの限界点があるも

のの，500件を超える自己診断結果に基づいて定量分析の
結果を示したことの有用性は依然として主張できるものと
考える．

6. おわりに
本稿では，情報処理推進機構が収集した DX推進指標の

自己診断結果を用いて，バリューチェーン変革に関わる
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DX推進指標の質問項目を目的変数とし，他の質問項目を
説明変数とした決定木分析により，バリューチェーン変革
に寄与する DX推進要因を企業規模などのセグメント別に
分析した結果を述べた．今後の課題として，考察において
述べた限界を解消するためのさらなる分析に加えて，自己
診断結果を提出した企業のより詳細な定性情報を加味した
分析などを試みることが求められる．
謝辞 DX推進指標データの研究利用にあたってご協力

いただいた独立行政法人情報処理推進機構社会基盤セン
ターに謝意を示す．
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